
様式第二十五号の十一（第十九条の七、第二十条、第二十一条の二関係）

建設業法第27条の26第２項の規定により、経営規模等評価の申請をします。
建設業法第27条の28の規定により、経営規模等評価の再審査の申立をします。
建設業法第27条の29第１項の規定により、総合評定値の請求をします。

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

申請者

行政庁側記入欄 土木事務所コード整理番号

許可年月日

許可年月日

1.法人
2.個人

1.一般
2.特定

25

（ ）

10

０

総 合 評 定 値 請 求 書
経営規模等評価再審査申立書

20

ガしゆ

20

タ 鋼 筋

（ ）

30

15 203 5

経 営 規模等評価等
対 象 建 設 業

１ ６

3 5 10 15

具塗 防 内 機ほ 板管 水 消 清絶 通 園 井と 石 屋 電土 大建 左
3 5 10 15 25 30

許 可 を受けている
建 設 業

１ ５

－ 電 話 番 号郵 便 番 号 １ ４

23 25 30 35 40

10 15 20

主たる営業所の所在地 １ ３

5

3 5

3

１ ２

商 号 又 は 名 称

代表者又は個人の氏名
の フ リ ガ ナ

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

主たる営業所の所在地
市 区 町 村 コ ー ド

申 請 年 月 日

申 請 時 の
許 可 番 号

前 回 の 申 請 時 の
許 可 番 号

審 査 基 準 日

3 5 10

１ １

１ ０

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

3 5 10

０ ９

35

15 20

40

3 5 10 15 20

０ ８
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

資 本 金 額
又 は 出 資 総 額

5

3

０ ６処 理 の 区 分

７

年平成

3

3

０ ５

０ ４

申 請 等 の 区 分

日

3 5

月

号 平成 日年 月－ ）第
国土交通大臣

許可（
般

知事 特
大臣
コード

知事

10

国土交通大臣
知事
許可 － ）第

5 11 15

3 5 10 11 15

月

20

年 月 日 年 月 日 －

9

日年号 平成

15

（
般
特

項 番

知事

地方整備局長
北海道開発局長

殿

請求年月日

印

２ ０ ０ ０ １

経 営 規 模 等 評 価 申 請 書

（用紙Ａ４）

平成 年 月 日

3

平成 平成

3 5 10

大臣
知事

０ １

コード０ ２

０ ３

法人又は個人の別

23 25 30

, ,,

5 10

２ 申請書の記入について

（千円）

13

企業の単独決算の資本金額（出資総額）を記入
（Yを単独決算で受審した場合は、「経営状況分析結果通知書」の「資本金」と
同額）
（Ｙを連結で受審している場合は、別記様式第１５号の資本金の額となる。）
なお、経審の評点には影響しない。
※申請者が個人の場合には記入しないこと。



審査対象

1.基準決算
2.２期平均

経営状況分析を受けた機関の名称

工事種類別完成工事高、工事種類別元請完成工事高については別紙一による。
技術職員名簿については別紙二による。
その他の審査項目（社会性等）については別紙三による。

経営規模等評価の再審査の申立を行う者については、次に記入すること。

連絡先

所属等

営 業 利 益

（千円）

3 5 10

,, ,

技 術 職 員 数 ９

利 益 額
（ ２ 期 平 均 ）

１

’

3 5

’

審査対象事業年度の前審査対象事業年度

’ ’

(千円)
減 価 償 却
実 施 額

’ ’

(千円)

’

再 審 査 を 求 め る 理 由

審 査 結 果 の 通 知 番 号 審 査 結 果 の 通 知 の 年 月 日

平成 年 月 日

10

,

審 査 対 象 事 業 年 度

)（千円） (

’

’

(千円)(千円) 営 業 利 益

減 価 償 却
実 施 額

’

’’ ’ ’

項 番

’ ’

’ ’

3

,

(千円)

,

5

２ ０

１ ８

,

氏名

3

第 号

再 審 査 を 求 め る 事 項

登 録 経 営 状 況
分 析 機 関 番 号

電話番号

直 前 の

審査基準日

(千円)

13

基 準 決 算自 己 資 本 額 １ ７

5

（人）

= 営業利益+減価償却実施額
利益額（利払前税引前償却前利益）

利益額の2期平均を記入

別紙二「技術職員名簿」に記載された技術職員の合計数

規則別記様式１６の損益計算書の営業利益の額と、
法人税申告書別表１６（１）（旧定額法又は定額法による減価償却資産の償却額の計算
に関する明細書）及び（２）（旧定率法又は定率法による減価償却資産の償却額の計算に
関する明細書）に記載の減価償却額の実施額で確認、なお、一致しない場合は業者に理
由を聴取。

決算期が１２ヶ月に満たない場合等の換算方法は現行の完成工事高と同じ

個人業の場合，減価償却実施額は，所得税青色申告決算書又は収支内訳書で確認。



別紙一

1.2年平均
2.3年平均

40

5 10 15 20 25 30 35 40

20 25 30 35

その他
, , ,

合 計

5

計算基準の区分審査対象事業年度
審査対象事業年度の前審査対象事
業年度又は前々審査対象事業年度

,

工 事 種 類 別 元 請 完 成 工 事 高
工 事 種 類 別 完 成 工 事 高

, ,, , , , , , , , ,

33

３ ４

2313

その他 工事

3

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度
審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

,, , , , ,,,

33

３ ３

231310 15

工事

3

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

, , , , , , , , , , ,,

,

,

3 5 6 10 15 16 20

, , , ,

項 番

３ １ 自

年 月～ 年 月

元請完成工事高

３ ２
,

（千円）（千円）
業 種
コード

, ,

元請完成工事高

契約後ＶＥに係る完成工事高の評価の特例 （ 1. 有 2. 無 ）

工事の種類

工事

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

25 26 30

完 成 工 事 高 計 算 表

３

（千円）

元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

２
,,, , , ,

26

,

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表

, ,

,

完 成 工 事 高

, ,

（ ）月年

２０２ ０ ０

（用紙Ａ４）

至 自 至月年年 月 年

26 3020 25

3 5 20

15 163

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

5

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

,

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

月

審査対象事業年度の
前々審査対象事業年度

審査対象事業年度の
前審査対象事業年度

年 月～ 年 月

16

完 成 工 事 高

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度工事

6 10 40 45

6 10 15 40 45

40 45

,

３ ２
, , , , ,,, , , ,

工事の種類 完 成 工 事 高 計 算 表 元 請 完 成 工 事 高 計 算 表
審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

審査対象事業
年度の前審査
対象事業年度

25 2615 16 206

２

4030 35 4536

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

17

,

,

35 36

（千円）

11

,

,

25

審 査 対 象 事 業
年度の前々審査
対 象 事 業 年 度

193 5 7 9 13 1510

36

３

30

工事

3 105

35 36

35

左欄「完成工事高」のうち元請完成工事高について記入 左欄「完成工事高」のうち元請完成工事高について記入

Ｚにおいて、元請完成工事高が評価項目となったことで、経審受審業種ごとに、完成工事高
のうち、元請完成工事高の額を記載する欄を設ける。

評価対象を元請のみとすること以外の取扱いは完成工事高と同じ。



別紙二

業 種
コード

６ ２

６ ２

６ ２

２

６

６ ２

２６

６ ２

６

２

６

６ ２

６ ２

６ ２

２

６ ２

６ ２

６ ２

６ ２

６ ２

６ ２

６ ２

６ ２

６ ２

６ ２

６

６

６ ２

２

６ ２

氏 名

3

０

頁 数

5

技 術 職 員 名 簿

６ １

項 番

０ ５

２

２

頁

２

（用紙Ａ４）

有 資 格
区 分
コ ー ド

5

業 種
コード

3

０

10

６ ２

８

２

６ ２

７

15

16

９

10

11

12

13

14

25

17

18

19

20

21

22

23

24

有 資 格
区 分
コ ー ド

１

２ ６

６

通番 生 年 月 日

29

30

26

27

28

３

４

５

６

監理技術者資格者証交付番号

講
習
受
講

講
習
受
講

「講習受講」欄について

申請する業種について、次の①から③の要件を全て満たす場合は「１」を、
それ以外の場合は「２」を記入
① 法第15条第2号イに該当する者であること（１級国家資格者相当）
② 監理技術者資格者証の交付を受けていること
③ 法第26条の4から6の規定による講習を、当期事業年度開始の日の
直前5年以内に受講していること

上記①であることの証明となる資格者証等の写しに加え、監理技術者資格者
証、監理技術者講習修了証の写しを徴求して確認。
なお、当期事業年度開始日の直前５年以内であって、平成１６年２月２９日
以前に交付された資格者証を保有している場合及び平成１６年２月２９日以前
に指定講習を受講し、１６年３月１日以降に交付を受けた資格者証を保有して
いる場合は、講習受講しているものとみなす。

２期平均は廃止

技術職員１人につき2業種のみ申請可
（2業種の考え方）
・ 1資格から2業種選択でもＯＫ
例：土木施工管理技士→土木・とび
この場合、同じ有資格区分コードを２箇所に記入

・ 2資格から1業種ずつ選択でもＯＫ
例：土木施工管理技士・建築施工管理技士→土木・建築

※６桁１セットなので，空欄は作らないこと

当期事業年度

申請日

直前5年

この期間内に受講していることが必要
（当期事業年度開始日がＨ２０年４月１日の場合
Ｈ１５年４月１日からＨ２０年３月３１日までの間）



別紙三

労働福祉の状況

建設業の営業年数

防災活動への貢献の状況

法令遵守の状況

建設業の経理の状況

研究開発の状況

5

二級登録経理試験合格者の数 ５ ２

公認会計士等の数

監査の受審状況 ０５

９

営業停止処分の有無

指示処分の有無

４ ８

3

年 か月

備考（組織変更等）

５ １

〔1.有、2.無 〕

４ 〔1.有、2.無 〕

3 5

〔1.有、2.無 〕

休業等期間

法定外労働災害補償制度加入の有無 ４ ５

退職一時金制度若しくは企業年金制度導入の有無 ４ ４

3

〔1.有、2.無 〕

3

3

〔1.有、2.無 〕建設業退職金共済制度加入の有無 ４ ３

3

〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

４ ２ 〔1.有、2.無、3.適用除外 〕

４

（用紙Ａ４）

その他の審査項目（社会性等）

健康保険及び厚生年金保険加入の有無

雇用保険加入の有無 ４ １

項 番 3

２ ０ ０ ０

防災協定の締結の有無 ４ ７

（年）４ ６

3

1.会計監査人の設置、2.会計参与の設置、
3.経理処理の適正を確認した旨の書類の提出、4.無

５ ３

（人）

3

,

（人）

3 5

,

,

（千円）

初めて許可（登録）を受けた年月日

昭和

平成
年 月 日

3

3

〔1.有、2.無 〕

3

研究開発費（２期平均）

営業年数

5 10

, ,

(千円) (千円)

’ ’

審 査 対 象 事 業 年 度審査対象事業年度の前審査対象事業年度

’ ’ ’ ’

審査基準日直前１年間に営業停止・指示処分を
受けた場合は「１」を、それ以外の場合は「２」を記
入

直前の考え方は技術者の講習受講と同じ。

確認については、各行政庁で行う。
建設業者は本項目に係る確認資料は提出しな
い。

当該制度のうち、
制度を１つ以上導入している場合は「１」を、
いずれの制度も導入していない場合は「２」を記入

現行制度でどちらか加点される企業であれば加点

以下の区分により記入（審査基準日時点）
「１」…会計監査人の設置を行っている場合（監査報告書において、無限定適正意見、限定付適正意見が表明された場合
に加点）
「２」…会計参与の設置を行っている場合（会計参与報告書が作成されている場合に加点）
「３」…下記の者のいずれかが経理処理の適正を確認した旨の書類（経審通知に規定、国交省ＨＰに掲載）に自らの署名
を付したものを提出している場合
・ 公認会計士、会計士補、税理士、これらとなる資格を有する者
・ １級登録経理試験の合格者

「４」…上記以外

「監査の受審状況」欄において「１」を記載した
場合のみ、２期平均の額を記入
それ以外の場合は、「０」を記入

現行では様式２５号の１１本紙に記載していたもの。

改正後の規則別記様式第１７号の２注記表に記載された研究開発費の額をもって確認。
改正前の様式を使用している等で、確認できない場合は、有価証券報告書の写しのセグメント情報等で確認する。
決算期が１２ヶ月に満たない場合の換算方法については、現行の完成工事高と同じ。


